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問題関心：女性の就業と学歴

• 日本社会における女性の就業率は、男女雇用均
等法が施行された1986年以降、一貫して上昇
（厚生労働省「労働力調査」）

• 女性の学歴も同時期に上昇（4大シフト）

• 女性の学歴が高まると、人的資本の向上によっ
て市場賃金率が高くなり、より多くの女性が大
学へと進学するという循環の生成が想定される

• 高学歴女性ほど働かないことによる損失が大き
くなるため、学歴と就業の正の関連が生じる
（Mincer 1962, Goldin 1990,大沢1998など）



日本における女性の学歴と就業

• これに対し、日本では学歴と就業の関連が曖昧
（Hill 1984, 苑1992, Brinton 1993, 大沢1993,平尾
1999, Brinton and Lee 2001など）
• 日本の女性でも学歴が高いほど賃金は高い

• しかし，学歴にかかわらず就業率がM字型を描く
ため、学歴と就業率の相関は明確ではない

•日本では、高等教育を受けた女性の就業率は
OECD諸国のなかでも韓国と並んで相対的に低
く、子どもを育てる女性の就業を促進する効
果もみられない（西村2014：148）
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就業率の上昇と学歴は
どのように関連しているのか
• 日本では女性の学歴と就業の明確な関連は見られな
いとされているが、その関連の趨勢を体系的に追っ
た研究は見当たらない

• いくつかの複雑な要因が関わっていると想定される
• 年齢

• 結婚

• 子ども

• 配偶者の収入

• こうした複数の要因を同時に考慮に入れて、就業に
対する学歴の効果の趨勢を検討するためには、十分
なサンプルサイズのデータを用いる必要がある



本研究の目的

• 総務省の実施する就業構造基本調査を用いて、女性の
学歴と就業の関連の趨勢を検討する

就業構造基本調査
• 1956年から1982年まで概ね3年ごと、1982年以降は5年
ごとに実施

• 調査対象は、国勢調査区から市区町村長が手続きに
沿って抽出した世帯の世帯員

• 2009年4月に全面改正された統計法第33条に基づき、
現時点で申請することが可能な1979年から2017年まで
の就調の個票データを申請した

• サンプル数は、各時点で約80万～100万人
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女性の有業率（1歳刻み）

• M字の底が段々と上昇している
• 特に2007年以降の底上げが大きい



分析に使用するデータ

データ

• 就業構造基本調査の個票データ（1979年、
1982年、1987年、1992年、1997年、2002年、
2007年、2012年、2017年）

サンプルを以下の条件に限定

• 1979年は学歴の分析では削除

• 女性

• 25歳～59歳

調査年 サンプル数

（1979） （285,000）

1982 275,173

1987 262,384

1992 309,996

1997 290,282

2002 266,681

2007 258,307

2012 237,372

2017 213,036



女性の有業率（25～59歳）
（就業構造基本調査）

• 集計用乗率を用いて集計

• 労働力調査の数値とも整合
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学歴ごとの就業率（全体）

• 以前は短大卒がもっとも低かったが、2002年から
短大卒の就業率が上昇して高卒と並び、現在は学
歴が高い順に就業率が高くなっている
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学歴ごとの就業率（未婚）

• 短大卒の未婚者の就業率は低くない。高校卒より高
い。近年は大学卒の方が短大卒よりわずかに高い
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学歴ごとの就業率（既婚）

• 既婚者では、短大卒でもっとも就業率が低く、その次に大学卒と
なっている

• 短大卒OLが結婚すると仕事を辞めやすいとする先行研究と一致

• しかし、2002年くらいから状況が変化している
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多変量解析

• 有業ダミーを従属変数とする二項ロジスティック
回帰分析

独立変数

• 学歴ダミー（中学、高校、短大高専、大学・院）

統制変数：

• 年齢（5歳刻み）

• 既婚ダミー

• 5歳以下の子どもありダミー



25～59歳有業ロジット
（年齢等統制した学歴効果）



25～59歳未婚有業ロジット
（年齢等統制した学歴効果）



25～59歳既婚有業ロジット
（年齢等統制した学歴効果）



まとめ

• 以前は短大卒女性がもっとも就業していなかった
のが、現在は全体としては学歴が高いほど就業率
が高いという関連が生じている

• ただし、婚姻状態で分けると、未婚女性では以前
から一貫して学歴が高いほど就業率は高かったが、
既婚女性では現在も高校卒、短大卒、大学卒の間
に明確な就業率の差は平均的にはみられない

• 未婚化、晩婚化、非婚化、少子化が見かけ上の就
業率と学歴の関連を生じさせているが、実際は現
在も既婚の高学歴女性の就業を抑制する要因が強
く働いていると考えられる



議論

• なぜ、日本では女性において学歴と有業率に正
の相関がみられないのか？
• 仮説①（経済的要因）：学歴によって配偶者の収入
が大幅に違うため、高学歴者ほど強い負のインセン
ティブが働く

• 仮説②（制度的要因）：女性に退職を促す慣行や、
一度辞めると正規職に復帰できない強固な内部労働
市場＋OJT

• 仮説③（規範など）：短大卒女性の弱いキャリア意
識、子どもの教育に対する構えなど（Hirao 2001）

• ①なら経済学的なインセンティブによる説明、
②や③なら日本的雇用慣行のような制度的埋め
込みに関する議論が可能か



今後の課題

• 就調は世帯調査なので、配偶者の情報を考慮でき
る。短大や大学卒の配偶者が大学卒の高収入であ
ることはすでに確認済

• 配偶者の収入をコントロールしても、教育年数と
有業率に正の関連がはっきりみられないなら、日
本的な制度による影響についての議論が可能か

• 有業者について、正規・非正規・自営を区別して
さらに詳細に検討する余地がある

• 年齢層を25歳以上にするのは、古い時代では適切
でない可能性なども考慮する

• 無業の理由なども尋ねられているので、多少無業
の理由の検討に使えるかもしれない



• 本報告で使用した就業構造基本調査の個票データは、統計法第33条に基づき
提供を受けた調査票情報を独自集計したものであり、東京大学社会科学研究
所課題公募型共同研究「公開データを用いた社会階層構造の基礎的分析」に
おける研究成果の一部である
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女性の年齢別有業率
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女性の正規雇用就業率
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女性の非正規（パート・アル
バイト・派遣等）就業率
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女性の自営
（家族従業者・内職含む）就業率
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